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・経済データは相互につながりを持つ
為替レートの変動は、私たちの家計消費、財布のヒモに影響を与える。
＜急激な円高が起きたとき、その影響はどの程度まで及ぶか？＞
((注：円高とは、円の対外価値がたかまること(より少ない円でドルが購入できること)を意味する。
以降は100円出さないと1ドルが得られなかったが、今度は90円でそれができることは、円がそれだけ強くなったことを意味する))
$1=\100→$1=\90、すなわち、$1,11=\100

経済の中の相互のつながり
１、急な円高により、輸入品の『価格』は下がる。
２、『消費者』は、海外ブランド品などへの購買意欲を増やす。
３、原油や原材料の『値段』が下がり、メーカーは喜ぶ。
４、ところが、日本の輸出品は海外で価格が『上がり』、『輸出量』は減ってしまう。
５、輸出企業を中心に、企業収益が『悪化』する。すると、設備投資抑制、人件費削減、
６、雇用環境の『悪化』、消費の『抑制』、へと波及していく。
このように、為替レートの変動は、必ず、経済の様々な面に影響を与える。
　経済全体は、私たちの『体』のようなものである。各面は、『有機体』のように強く結びついている。
それを様々な角度から切り取って見せているものが個々の経済データである。
２、経済データから何がわかるか①

■マクロ指標GDP(Gross Domestic Product)

　日本経済の大きさをみるには、トータルな指標としての「GDP=国内総生産」が代表的である。
このデータは、内閣府から四半期ごとに発表される「国民所得統計速報」、通称QE(Quarterly Estimate of National Income)、の中で明らかにされる。新聞の第一面を飾り、世界中の注目を集める。
GDPとは、国内において一定期間内に作り出された、財・サービスの『付加価値の総額』のことである。
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

　付加価値とは、総生産額から原材料や部品などの『中間生産物』を差し引いたものである。
差し引くのは『原材料』や『部品』などの生産額が、すでに多の生産部門でカウントされているため(二重計算を避ける
ため)

ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

　総生産額ー中間生産物＝GDP
　GDPは『国内』という概念が基準である。例えば、海外に工場を持つ日本の企業が、現地工場から得た所得は、『GDP』には含まれ『ません』。　一方、海外の企業が、日本の工場から得た所得は、カウントされる。GDPは、純粋に国内の『生産水準』を測る指標として、世界の主流となっている。
2000年の秋には、GDPの計算方法が改訂された。これは、国連が93年に提唱した新しい国民経済計算体系(93SNA)への移行に伴うものである。
また、これまで親しまれてきた『GNP(国民総生産)』に代わって、それを所得面からみた「GNI(Gross National Income)」(国民総所得)が、新たな指標として重要になってきた。
GDPの三面等価　　生産＝支出=分配
GNI(国民総所得)＝GDP(国内総生産)+公益利得+海外からの純受取
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生産 = 第一次産業生産 + 第二次産業生産 + 第三次産業生産
支出 = 民間需要 + 公的需要 + 海外需要
分配 = 雇用者報酬 + 企業所得 + 財産所得 + 固定資産減耗
ﾃｽﾄｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

GDP + 海外からの純要素所得 = 固定資産減耗 + 間接税-補助金 + 国民所得(NI) =　国民総所得(GNI)
ﾃｽﾄｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

国民所得(NI) = 雇用者報酬 + 企業所得 + 財産所得
　さて、近年の日本のGDPはどうだろうか。1999年を例にとると、日本のGDPは、4兆3469億ドルで、アメリカに次いで第『2』位。
これを一人当たりGDPでみると、OECD加盟国の中では、日本は第三位である。
　GDPを読むときに重要なのは、経済成長率である。
これは景気を判断する際の基本的な材料となる。
■フローとストック
　さて、GDPとは一定期間内に創り出された『付加価値』を表すもので、これはフロー(流量)の概念である。
一方、ある時点で、それまでに蓄えられた資産などの残高、つまりストック(在量)、も含めて、経済の大きさをみる必要がある。
そのために、93SNAは、財やモノの動きを表す「国民所得統計」をはじめ、5つの基本的な統計で構成されている。
それらは・・・
国民所得統計
産業連関表
資金循環表
国民貸借対照表
国民収支表
である。モノやお金のフローとストックを網羅した、これらの統計によって、あらゆる方面から多角的に経済活動の分析ができる。
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!
課題1

これら五つの基本的な統計の内容と互いの関係を、よく理解すること。
原稿をみないで言えるように練習しておくこと。
五つの内容と相互の関係を全部でレポート用紙2枚(ワープロ可)にまとめて提出せよ。丸写しは不可。
理解しないで書くことも不可。
Web Pageからのダウンロードは不可。
名前+日付で5/8提出!

ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!
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■経済の勢いを測る
　日本の経済の勢い、つまり景気の善し悪しを表すデータはいくつかある。
代表的なモノは、文字通り景気の動向を示す「景気動向指数」である。
これは、景気が拡大するのか、交代するのか、その方向を読むことができる指数である。
　金融市場を動かすほど注目度が高いのが、日本銀行が四半期ごとに発表する「企業短期経済観測調査」通称「短観」である。中でも、景気にたいする企業の判断をアンケート調査した「業況判断指数」は、景気の現状と約3ヶ月後の見通しについて、企業マインド側刈る貴重なモノ。
企業の売上高や経常利益、設備投資計画などの調査も行われている。
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(1) Population-wide pursuit of EDUCATION

 Culturalquest for knowledge stays here bery long and widespread.

The quest dates back to the 1868Meiji Restoration.Special schooling was given to future leaders.

Japanese are traditionally eager to learn from abroad to absorb and apply latest tecynology.

(Unibersal education serbes as a dribing force for economic progress.)

 Uniform education is preferred by emloyers.Generalostas are preferred to specilosts.

Companlies employ generallosts to train them according to own needs.

A strong lonlk ezists betwaeen education and business.

Co

(2) Cohesibe and strong CORPORSTIOND

 Two-tier system(~dual structure~)exists in Japan:Large companies(top tier )and small ones(bottom tier)differ in prestige,scale,productibity,profitabillity,wages,and working conditions.

Big businesses(top tier)work together with big banks and the Goberment.

The storong connection(cohesion)among companies,banks and  the Goverment is often referred to as JAPAN,IMC.

The companies and the banks look to the goberment for guidance. Administratibe guidance chracterizes Japan.

(The cohesion can be a weakness in the age of globaoization,making it difficult for Japan to adfust to international conditions or standards. It can distinguish between insiders(uchi)and outsider(soto) )

 Japanese compaines are interested in market shares and long-termreturns,often forgoing profits for many years.

Life-time employment and seniority system still remain especially in large companies. 

Top-tier companies employ about a quarter of Japanese work force,still retaining lifelong employment system.

Frequent is job rotation.Companies train and rotate workers to foster team spirit.

(A company resembles a big family . Group spirit is emphasized.)

Delision-making in Japan bs. the US:

  Japanese decksion-making is bottom-up with emphasis on cossensus (cf.US,top-down).

Ringi means a group-oriented(consensus)decision making process Newawashi
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3.データを見るポイント
　経済データを読み、活用するために、重要なポイントを押さえる必要がある。これらのポイントを理解しておかないと、経済データが持っている魅力に、目をくらまされる危険がある。
　経済データを見るときに重要な5つのポイント
■カバレッジ Coverage
■公表の時期、速報と確報
■実数と指数
■名目値と実質値
■季節調整
■カバレッジ Coverage

　第一は、そのデータが、どれだけの範囲をカバーしているか、に注意することである。
経済動向をできるだけ早く把握したい。その後『サンプリング』という方法がとられる。
例えば、家計簿調査報告は、全国3000万世帯のうち、8000世帯の抽出調査(サンプリング、標本調査)というカバレッジの狭いモノである。そのため、調査の世帯がたまたま単価の高いものを購入すると、データの揺れが大きくなってしまう。また、農林漁業の世帯や独身世帯などが対象になっていない。このように、調査対象が全体のどれくらいの割合か、標本をどう抽出しているかを理解することはとても大切である。
■公表の時期、速報と確報
　そのデータが調査時点からどれくらい時間が経過して発表されているかも重要なポイントである。
　「日経平均株価」のように、分刻みで随時発表されるもの
　「日銀短観」の要に調査時点を『一ヶ月』以内に発表されるもの
　日本の「GDP」のように『三ヶ月』後に発表されるもの
など様々である。
　これらのデータが、発表時点ではすでに過去のものであることを忘れてはならない。経済データの鮮度は非常に重要である。細部をのぞいて、データがほぼ確定した早い段階で発表されるのが「速報値」である。完全に確定したものが「確報値」で、おおきな変動があることがある。
　アメリカでは、GDP速報は翌月には改定値が、さらに翌月には確報値が出る。この間に何度も数字が修正されるが、速報重視の姿勢が現れている。
■実数と指数名目値と実質値
　データが実数表示なのか指数表示なのかは以外と見落としやすいものである。実数表示の場合は、金額表示か数量表示かに注意しなくてはならない。特に金額ベースのデータの場合、名目値と実質値の使い分けがある。
名目値はその時々の時価で表す。しかし、物価が大きく上下に動いた場合には名目値を比較してもその動向を正確には把握できない。そこで、物価の影響を除いて基準時点の価格で示すのが実質値である。
　経済成長率は一般に、実質GDPの伸びで測る。現在の水準や方向を知るときによく使われるのが前月比と前年同月比である。
■指数
　経済データでは、指数表示がよく使われる。例えば、ある基準を100として、現在の水準を105とか95といった数値で示すのが指数である。これにより、全体の動向を容易につかむことができる
■季節調節
　百貨店など小売業の場合、1月の消費支出が12月より減ったからといって、これが不景気とは言えない。(推移グラフ)

歳暮の需要が伸びるからである。製造業には正月休みの落ち込みなどがある。こういった季節的な変動要因を除いて、全体の基本的な傾向を探るために行うのが季節調整である。
ﾃｽﾄﾆﾀﾞｽｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

　自習問題
これらの5つのポイントを説明せよ。
これらを;よく理解せよ。見ないで説明できるようにしておくこと
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

4.経済データから何がわかるか②
■消費の状況を見るには
 GDPの6割弱を占める最大の需要項目が、「消費」である。それを家計から見るのが「家計調査報告」である。
家計調査報告は6ヶ月に渡って細かい調査票をつけてもらう、世界でも珍しい統計である。
1955年からは、「単身世帯収支調査」が別統計として始まり、カバレッジの問題が改善された。
消費を販売する側から見たデータも数多くあり、百貨店、スーパー、コンビニの販売の動向を表す「商業販売統計速報」(www.meti.go.jp)。これにより、消費の全般的な傾向がわかる。
　消費関連業界の統計の中でも、速報性の高い「新車販売台数」。これで耐久財消費の動きがつかめる。
　家電製品の販売動向を知るには、「商品別売上高速報」が有効。ここでは、パソコンなどの魅力ある新商品が、景気動向の鍵を握っている。高額商品のため、生産全体に影響を与えるからである。この他にも、これまで出遅れていたサービス消費関連の統計が次第に出揃い、厚みを増してきている。
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■企業活動を見るには
　個々の企業の景気動向は、業績データから読むことができる。日本経済新聞の企業財務面には、企業の決算の要旨が掲載されている。
ここには来期の予想値も出ているので景気の先行きを読むこともできる。企業の財務状況を包括的にとらえるのが、「法人季報」として親しまれている「法人企業統計」(http://www.mof.go.jp//)である。
これは、日本の企業全体の財務諸表とも言えるもので、速報性に優れている。
特に各業種の「設備投資実績」は、景気動向を判断するために、大変有用。
■市場の動きを見るには
　株式や為替など、様々な市場の取引結果も、経済動向を見るのに欠かすことができない。株式市場の全般的な動きを読むには、「日経平均株価」が代表的なものである。国債や事業債などを取り引きする債券市場では、特に「指標銘柄」とされる国債の流通利回りが、全体的な動向を表す。異なる通貨が交換される為替市場。
特に1ドルにたいする円の為替レートの動向に、人々は高い関心を示す。
　短期金融市場は主として金融機関が短期の資金を取り引きする市場である。
代表的な指標としてコールレートやCD(譲渡性預金)レートが取り上げられる。
石油や貴金属、天然ゴム、砂糖、大豆など、様々な商品が市場で取り引きされている。
商品市場は、景気を先取りするため、その動向が常に注目されている。
5.データ利用の仕方
　これまでに見てきた経済データは、簡単に入手することができる。官公庁からは、大部分が印刷物として発行されているし、自由に回覧もできる。しかし、何といってもインターネットを利用するのが便利である。ホームページから、ほとんどのデータにアクセスできるし、ダウンロードして再利用することも可能である。エクセルのファイルになっているものや、PDFなど、様々なファイル形式がある。
　なおPDF(Portable Document Format)とは、米国Adobe Systems社がデジタル書類によるコミュニケーションを実現するために開発したファイル形式のことを言う。
「Acrobat Reader」をしようすることによって、書類上の文字、画像、レイアウト情報などのあらゆるデータが、表示・出力できる電子文書配布用のデータ形式である。
レポートｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

　レポート課題:次に見る『経済データの読み方②主要な経済指標』の感想や印象を次回に提出(レポート用紙一枚にまとめること)。
メモ
経済活動
グローバル化
瞬時に手に入る経済データ
データも日々進化
主な経済指標を具体的に見る
　景気動向指数について
翌々月なため速報性はない
　ディフュージョンインデックス(DI)で表す
好況と不況の判断
一致指数
景気の山と谷
景気の方向を読むもの、大きさを判断するものではない
メリット
　シンプル
　実体に近い
先行指数
一致指数
遅効指数
鉱工業生産出荷在庫指数
　速報性に優れている
　自動車、電気
生産、出荷、それぞれを関連づけながら読む
在庫率指数は重要
在庫により生産を管理
機械受注統計
　民間の先行指標
　機械受注が増減すると半年後に増減
=実際の景気を読む
機会や建物への設備投資はGDpの増減に
設備投資の増減の景気に与えるものは大きい
有効求人倍率。
需給バランス。
倍率1を超えると雇用情勢がよい
新規求人倍率は企業の採用動向がわかるので景気の判断材料となる
(新卒者は含まれてない)

企業倒産統計からも景気の流れがわかる
倒産要因が重要
=企業の抱える問題がわかる
不況型倒産
住宅投資
景気の先行指標
住宅を建てる人からのデータ
景気-新設住宅の推移　
金融動向とも関連
変動幅が大きく経済効果も大きい(=家具)

物価
景気の体温を測る卸売物価指数
景気に敏感に反応
原材料は輸入なので海外の影響を強く受ける
消費者物価指数
暮らしを測る代表的な物差し
消費生活への影響の高い価格
　
マネーサプライ
お金
現金預金
譲渡性預金
物価の上昇などがわかる
=お金の量を調整して景気の舵取りをする
国際収支
海外との取引
貿易サービス収支
海外の景気により円高になるかの判断
株価-景気の鏡-

日経平均株価
比率でつかむ
TOPIX

複数のデータを組み合わせて景気を判断
GNIとGDPの関係
図。固定資本減耗
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世界貿易と経済成長
1,日本の貿易
2,貿易の区分
3,世界貿易と経済成長
4,世界経済の分類
世界貿易を上回る日本の貿易の伸び
　世界貿易の拡大と軌を一にして日本は経済成長を達成してきた。
戦後の日本の輸出と輸入は、1970年代までの30年間、年平均+15%以上の成長を遂げてきた。この間の世界貿易額の伸び率は+12%にすぎなかった。
貿易は成長のエンジン(Trade as Engine of Growth)

　日本は自由貿易を背景に高度成長を実現してきた。その原動力は、繊維、鉄鋼、自動車、電気機械といった輸出競争力をつけた製造業である。日本の輸出品の高度化<高付加価値化>は、熾烈な競争下で、企業が懸命な努力を繰り返してきたことの証である。
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日本の貿易構造の変化
・日本は原料や燃料を輸入し、国内の熟練労働や機械設備によってそれを加工して、輸出する、という貿易(いわゆる加工貿易)によって、経済発展をとげてきた。
この日本の貿易構造は時代とともに変化している。
・1950年代は加工貿易という性格がきわめて強く、輸入では総輸入の50%以上が繊維原料や金属原料であり、輸出では同じく総輸出の50%以上が繊維製品(とくに綿織物)と一次金属(とくに鉄鋼)といった素材産業であった。
日本の貿易構造の変化(続き)

・1960年代になると、国際分業において日本が担当する産業は機械などの加工・組立産業に移り、70年代初めには機械が総輸出の50%を超えた。近年では、その中でも特に自動車、自動車部品、事務用機器、半導体など電子部品、VTR、化学工業機器など加工度・付加価値の高い製品の増加が顕著である。
これらの輸出産業は、日本の花形産業であり、保護貿易によって育成がはかられてきた。
・しかし、1980年代以降、日本の貿易障壁への風当たりが強くなり、国内でも自由貿易がとなえられ始めた。
輸出構造(輸出品目)の変化
　戦後の日本の輸出構造の推移を見ると、繊維から機械類へ、輸出品目が大きく変化してきたかがわかる。
これは日本の製造業における比較優位の変化を反映している。
輸出に占める資本財の割合は、1970年代以降、伸びる傾向にある。
日本の輸入品の変化(輸入構造の推移)

　戦後より、日本での輸入のほとんどが、小麦粉、大豆、魚介類等である。ここ十数年の間に、米、牛肉等の輸入も増えてきている。綿などの衣料材料やアルミニウム、鉄鋼などの金属材料や、石油等のエネルギー、なども重要な輸入品。
雑貨や家具、美術品も増えてきている。
　加工食料品から、雑貨、1戸建て住宅(輸入住宅)まで海外の製品を日本ににながら、直に肌で感じ、衣食住以外での豊かさを追求できる手段にもなっている。
輸入品目の中心は原油等などの工業原料から、工業製品へと変化しており、特に近年では機械類の割合が急速に高まっている。
海外生産
　1985年以降の円高局面で日本の製造業の海外進出が活発化。海外での生産活動の割合が高まり、1997年には日本の輸出の6割以上を占めるに至っている。
今の日本はどんな貿易国か?

『垂直分業型』から『水平分業型』へ
『加工貿易型』から『国際分業型』へ
日本の貿易構造は、かつての原材料を「輸入」するという「垂直分業型」ないし「加工貿易型」から。、80年代後半以降、日本と世界各国との間で工業製品を相互に貿易し合う「水平分業型」へ変化してきている。今や日本は、グローバル企業が世界的な規模で(worldwide)生産ラインを構築する「国際分業型」の貿易国になってきている。
所得弾性値と価格弾性値
　日本の貿易構造の変化は輸出入の所得弾性値、価格弾性値の変化に現れる。
所得弾性値及び価格弾性値が変化するということは経済諸変数間の関係が質的に変化することを意味する。
　
　輸出の所得弾性値とは、輸出変化率(%)の所得変化率(%)に対する値を指す(定義)。
他も同様に定義。
例示
　輸出の所得弾性値が 2 であることは、
所得が1%増える時に輸出が2%増えることを示す。
　輸入の価格弾性値が-0.5であることは価格が1%下がる時に、輸出が0.5%増えることを指す(又は、価格が1%上がるときに輸出が0.5%減ることを指す)。
質問:価格弾性値がマイナスなのはなぜか?

1.輸出数量の所得弾性値、価格弾性値の変化
推計期間
所得弾性値
価格弾性値
78年～86年
2.26(7.17)
▲0.75(▲3.64)

87年～95年
0.97(9.81)
▲0.63(▲5.23)

2.輸入数量の所得弾性値、価格弾性値の変化
推計期間
所得弾性値
価格弾性値
78年～86年
0.71(4.45)
▲0.20(▲2.40)

87年～95年
1.69(4.46)
▲0.52(▲1.43)
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輸出の弾性値
　日本の輸出の所得弾性値及び価格弾性値は時代とともに低下してきている。
　これは、海外需要(所得)に輸出によって対応してきたものが、現地生産によって代替されたことによる。
海外需要(所得)が増加しても日本の輸出は増えにくくなってきている。日本の製造業の現地生産の影響である。
　価格弾性値の低下は、輸出品目の高付加価値化が進んだことを反映する。
日本でしか生産していない品目が増え、価格が少々上昇しても輸出数量が減少しない。逆に円安などで価格が下がっても輸出数量が増加しない、ようになっている。
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

高付加価値化
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

輸入の弾性値
　他方、輸入構造については、所得弾性値も価格弾性値も上昇している。これは輸入品目が原材料から製品へと変化してきた結果、所得水準の上昇や国内製品との相対価格の変化に、輸入数量が、より敏感に、変化するようになってきたからである。
　このような貿易構造の変化によって、日本は以前と比べると貿易黒字が増えにくく、また内需の拡大にともなって黒字が減りやすい構造となっているといえる。
貿易や国際化は日本人の身近な存在ではない!

・国際比較してみるとよくわかるが、日本は、そのイメージとは裏腹に、決して貿易立国ではありませんし、国際化が進んでいるわけでもありません。
・日本の社会では、まだ「貿易」という商行為が、まだまだ身近な存在にはなっていない。これを、もっと身近な存在にしていくということが、真の国際化を進めると言うことにつながる。
・法律はそれに即して改正されつつある。そこに新たな商機も生まれ出てくるかもしれないが、そうでないかもしれない。
貿易とそのメリット
・そもそも貿易とは国際的に商品やサービスの輸出入取引をすることである。商業取引の相手が外国企業であるために、商取引や輸送方法など、自国と異なることが多くなる。
貿易のメリットとは?

・輸入面のメリット
　国内では入手の困難なものや高価になるものが容易により安価で手にはいる。人件費が低コストですむことなどが理由。
・輸出面のメリット
　市場を海外に広げることにより、製品やサービスを世界中にアピールし販売できる。生産要素のより効率的な利用が可能。
国内取引にない貿易の注意点
・貿易に関する注意点とは?

相手が外国企業のため、輸入規制により、輸出入が禁止されているものがある。
・決済に関しては、主に送金による決済と荷為替による決済がある。
・商取引を交わす前に、サンプルでび商品確認、売買契約書の取り交わしを行うことがトラブルの対処方法の基本となる。
貿易の区分1:垂直貿易と水平貿易
・垂直貿易Vertical Trade =　工業品と原材料の貿易。工業品は主に先進国が、原材料は主に途上国が輸出するので伝統的な南北貿易はこれにあたる。
・垂直的国際分業Vertical International Division of Laborともいう。
・水平貿易Horizontal Trade =工業品と工業品の貿易。工業品は主に先進国が輸出するので、伝統的な先進国間貿易(いわば北北貿易)がこれに当たる。
・水平的国際分業Horizontal International Division of Laborともいう。
貿易の区分2:商業間貿易と産業間貿易
・産業間貿易Inter-Industry Trade=異なる産業の間で行われる国際貿易。例えば、自動車産業が海外から鋼材を輸入する貿易。加工貿易もその一例である。
・自動車がその典型である。不完全競争の貿易理論が適用される分野である。
・多数国にまたがって精算するMMC(多国籍企業)の活動の増大は、同じ企業内での貿易(これを企業内貿易という)の増加をもたらしている。
前期試験の予告
7月25日(木)1に試験を行う。
範囲は前期に学んだこと全て(ビデオ教材も含む)。
論文形式で4問出題(選択なし)。順に、論理的に回答すること。
きれいな字で清書すること。無関係なことは書かないこと(書いても無駄)。
裏面使用可。持ち込み禁止。
　過去問題
1,経済指標を見る際に重要なことは何か?代表的な10の経済指標を詳説せよ
2,貿易の理論と政策について詳しく述べよ
3,直接投資と多国籍企業の関係や問題を論じよ
4,外国為替、外国為替市場、デリバティブを解説せよ、出来るだけ図解すること。
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貿易の区分3:

「間接貿易」と「直接貿易」
　「間接貿易」=商社もしくは輸出入代行業者などの第三者に委託して間接的に外国の企業と貿易取引を行うこと。
　「直接貿易」=商社もしくは輸出入代行業者などの第三者を通さず、直接に外国の企業と貿易取引を行うこと。
間接貿易のメリットとデメリット
　間接貿易のメリット:豊富な資金力を持つ商社全てを委託する(商社金融)。総合商社は、海外に拠点を持ち、通関、梱包、船積み、輸送、支払い、苦情処理等に豊富な経験を持つ
　間接貿易のデメリット:業務代行の経費として相当の手数料(コミッション)を支払わなければならない。その分コストが上がる。
貿易の区分4

自由貿易と管理貿易(保護貿易)

・自由貿易(Free Trade)とは、「比較優位原理」に基づく貿易である。政府の介入(例、関税)を極力排除し、民間の自由な経済活動(市場メカニズム)に貿易を委ねることが最も望ましいという考えに基づく貿易である。
・なお「比較優位原理(比較生産費原理)」とは各国が比較優位財に特化する貿易を行うことによってすべての国が利益を得るという原理である。
・自由貿易論は自由で独立した経済主体が対等に競争しうると言う完全競争を前提とする。
・自由貿易論は、市場の失敗の現実を見落とし、南北間の経済格差や独占的企業による市場支配の構造化などからした乖離議論であるという見方もある。貿易の大半を担っている経済主体である「多国籍企業」の実体をおさえる必要がある。
・管理貿易Managed Trade(保護貿易Protected Trade)とは、国内産業の保護、雇用や景気の安定、などのため、政府が貿易に介入するのを積極的に認める形態である。
保護の対象や介入方法によっては必ずしも「市場の失敗」の更正に結びつかないこともある。
南北間における「フェア・トレード(公正貿易)」と「アンフェア・トレード(不公正貿易)」
　フェア・トレード(fair trade)とは、貿易に伴う環境への負荷を生じていない、生産者への正当な利益を保証する「公正な」貿易(途上国の生産者と先進国の消費者を結ぶ貿易)、である。
民衆交易ないしオルタナティブ・トレードとも呼ばれる。イギリスのNGO組織「オックスファム」が1965年に始めたのが最初の例であり、80年代以降は国内外の数多くのNGOがフェアトレードに取り組んでいる。
　フェア・トレードの特徴は、従来型の一方的な援助ではなく、南北双方の経済的利益を確保しながら、同時に途上国生産者の経済的・社会的自立を促すことを目指している点にある。
　アンフェア・トレードは南北間の経済的格差の拡大を前提とする不公正な自由貿易、双方の経済的利益を確保しない貿易、一方の側にのみ経済的利益をもたらす貿易、である。その主体は「多国籍企業」(MNC)であると言われる。
米国の公正貿易と不公正貿易
　米国の公正貿易は、貿易相手国も米国も市場開放を平等に行う場合の貿易を指す。市場参入の平等性を伴う貿易である。「相互主義」(相手国の市場開放に応じて自国の市場開放を行うという考え)に基づく。
不公正取引
　市場が閉鎖的である国との貿易(市場参入の平等性を実現しない貿易)は不公正貿易となり、米国による制裁の対象となる。
制裁はSuper 301(スーパー301条、市場閉鎖国に米国が一方的に課す制裁)に象徴される。
　相手国の市場開放を要求する保護主義を攻撃的保護主義(offensibe protectionism)といい、単に輸入制限のみを目的にする保護主義を防衛的保護主義(defensibe protectionism)という。
後期
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研修旅行のお話о
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4世界経済の分類
1999年一人当たり所得(米ドル単位)

755以下　アフリカ38,アジア15,その他12(合計65カ国)

756-2995　アフリカ9,アジア13,東欧12,南米16,中東5(合計55カ国)

2996-9265　アフリカ7,アジア4,東欧6,南米15,中東4(合計36カ国)

9266以上　アフリカ0,アジア12,東欧1,西欧25,中南米6,北米2,中東4,(合計　50カ国)(*)

*その内OECD加盟23カ国
経済の規模や進歩に関する基礎データの比較
　　　　人口　　　　　　　面積　　　　　　　　　人口密度　　　　　GDP　　1人当たりGNP　一人当たりGNP

(100万人)　　(線平方キロ)　(1平方キロ当たり人数)　(10億ドル)　(1999年米ドル)　(1999年PPP)*

低所得国
　　2,417　　　　　　34,227　　　　　　　　　　　　　73　　　　　987.6　　　410　　　　　　　　　　　17,90

下位中所得国
　　2,004　　　　　　44,751　　　　　　　　　　　　　40　　　　2,512.5　　　1,200　　　　　　　　　3,960

上位中所得国
　　573　　　　　　　22,507　　　　　　　　　　　　　26　　　　2,810.7　　　4,900　　　　　　　　　8,320

高所得国
　　891　　　　　　　32,087　　　　　　　　　　　　　29　　　　22,921.3　　25,730　　　　　　　　24,430

世界
　5,975　　　　　　　133,572　　　　　　　　　　　46　　　　 29,232.1　　　4,890　　　　　　　　6,400

*PPP(購買力平価)為替相場で検算した1,999年一人当たりGNP

↑の表からわかること
①貧しい地域ほど人口が多い。
②貧しい地域ほど人口密度も高い。
③富んだ地域ほど、GNPや一人当たりGNPが大きい
④購買力平価為替相場で見た一人当たりGNPの南北格差は、米ドルでみたそれほど、大きくはない。
しかし、それでもなお南北格差は歴然としている。
一人当たり所得という指標の限界→人間開発指数HDIが今や、より大切。
一人当たり所得は単なる平均値に過ぎず、人々の潜在能力、選択の機会、健康、保険衛生、所得平等、個人の尊厳などを欠く。HDIによる国際比較が主流になりつつある。
経済開発から人間開発へ
開発経済論の変化(1990)

従来:経済開発=経済成長の促進=一人当たり所得の上昇
現在:経済開発=人間開発の促進、
　人間開発=人間の潜在能力の開花。
潜在能力=良い人生をおくるために満たすべき諸機能、一人当たり所得の上昇は諸機能の一つに過ぎない。
他の機能は、教育、健康(医療や保健衛生)、平等な社会(格差の解消)、個人の尊厳、などを指す。これら諸機能は人間の能力を向上させ、人的資源を高め、人間の選択の機会を増やす。
開発の意味の根本的な見直し
人間開発とは「人の選択の拡大」である。
これはアマルテイア・センのcapability(選択能力)というkey wordにあたる。
経済開発の真意を根本的に改めて問い返した結果がHDIである。
・UNDP(国連開発計画)は人間開発という概念を掲げ、経済成長を最優先する政策を批判し、地球環境を視野にいれた持続的開発が可能であるとの立場を積極的に展開。
『人間開発報告書』
1990年に初めて出版されたのは『人間開発報告書』、『開発の中の中心は人間である』ということを強調。
もし、経済開発の目的が個々の人間が本来持っている能力や資質の発現にあるとしたら、経済成長はそのための手段にすぎない。
・人間開発にとって不可欠なのは、民主主義である。開発は人間が行うのであり、資本そのものではない。資本にまかせた開発は人間開発に結実しないことが多い。
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HDI
HDIとは?

A　平均寿命指数(出生時の平均余命)

B　教育達成度指数(成人識字率(2/3の加重)と初・中・高等教育の総就学率(1/3の加重)から算出)

C　GDP指数(PPP$指数、購買力平価による一人当たり実質所得)

の三つからなる合成指標である。
・HDI=(A+B+C)/3

・HDIは一人当たり所得に代わるより優れた開発尺度の指標である。
・開発の遅れは能力の遅れと人的資源の不足によるという発想に基づく。
HDIの求め方(1997)

HDI=三つの指数の単純平均
順位　　　平均寿命指数　　教育達成度指数　GDP指数　HDI(人間開発指数)

1.カナダ　　0.90　　　　　　　　　
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

問題:下記の表からHDIを求めよ。
　　　　平均寿命指数　　成人識字率　総就学率　実質GDP

日本　　0.92　　99.0%　85%　0.92

カナダ　0.90　　99.0%　99　　0.90

マレーシア　0.78　　85.7　　65　　0.73

トルコ　0.73　83.2　61　0.69

日本　0.928

カナダ　0.93

マレーシア　0.768

トルコ　0.726

ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

↑問題に対する回答を次回(11/7に提出すること。他の人には見せないこと。)

HDI　2000

1.Norway 93.9

2.Australia,Canada,Sweden　93.6

5.Belgium 93.5

6.USA　93.4

7.Iceland 93.2

8.
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一人当たり所得とHDIの対比
(1)米国とサウジアラビア
米国の一人当たり所得は3万ドル(PPP)、サウジアラビアのそれは1万ドル(PPP)。
しかし、米国のHDI=0.929(1998)

サウジアラビアのHDI=0.747

(サウジの石油による突出)

サウジの教育保険はよくないす
・世界の最低HDI指数の諸国のうち80%は、サハラ以南のアフリカに、集中している。
・アフリカ大陸では10人のうち4人が絶対的貧困の状態にある。
HDIの順位:その1

順位　　　平均寿命指数　　教育達成度指数　GDP指数　HDI(人間開発指数)

1.カナダ　   79.6　99.0　22,480　0.932

2.ノルウェー78.1　99.0　24.450　0.927

3.米国　     76.7　99.0　29.010　0.927

4.日本　　　 80.0　99.0　24.070　0.924

5.ベルギー　77.2　99.0　22.750　0.923　　　　　　　　　　　　　
全先進国　 77.7　98.7　23.741　0.919

全世界　　　66.7　78.0　 6.332　0.706

全途上国　 64.4　71.4　 3.240　 0.637　 

HDIの順位:その2

　　　　出生時平均寿命　成人識字率　一人当たり実質GDP　HDI

後発途上国　　　　　  51.7　50.7　932　0.430

サハラ以南アフリカ　48.9　58.5　1,534　0.463

東アジア(中国除く)　70.0　83.4　3,601　0.712

南アジア　　　　　　　 62.7　52,2　1,803　0.544

南米　　　　　　　　　　69.5　87.2　6,868　0.756

東欧,CIS　　　　　　　68.6　98.7　4,243　0.754　
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国際収支
第1節　国境を超える取引
第2節　日本の国際収支
第3節　国際収支とマクロ経済
第4節　国際収支の理論
第1節　国境を超える取引
　日本は世界の中にいる。世界は日本とその他の世界に分かれるその間の取引はどのようにまとめられているだろうか。家計は家計簿を作る。家計簿をみると収入と支出のやりくりの様子がわかる。
企業は仕訳帳を作る。仕訳帳は取引を借方と貸し方のいずれかにわけて記入する帳簿である。
仕訳帳をみると企業活動の様子がわかる。国も同様である。ある国の対外的な取引を体系的に受け取りと支払いとについて集計したものが国際収支であり、国境を越える経済取引の「仕訳帳」にあたる。国際収支を見ると一国の対外取引の健全さがわかる。世界は日本とその他の世界(Rest of the World)の間のヒト、モノ、カネの流出と流入を仕訳して一つの表にまとめたのが国際収支である(第1図)。
第1図　日本とその他の世界
モノ、カネ、ヒト
日本⇔その他の世界(ROW)

第2節　日本の国際収支
定義
「国際収支」とは、「一定期間における一国のあらゆる対外経済取引の体系的な記録」である。「体系的な」とは、「複式簿記の原則(後述)に基づいた」という意味であり、IMF(国際通貨基金)の「国際収支マニュアル」に準拠する。
今や「IMF国際収支マニュアル」は世界各国に共通の基準となっている。
最も詳しく定義すると、「国際収支」(International Balancr of Payments,略してBOP)は「(1)一定期間における、(2)居住者・非居住者間の経済取引を、(3)市場価格を基準に、(4)所有権ないし債券・債務の移転があった時点を計上時期都市、(5)同額の2つの項目に貸記・借記する『複式計上方式』により、体系的に把握・記録し、対外受払・収支動向を明らかにした統計」である。
「居住者(resident)」とは、国籍に関わりなく、日本国内に居住する個人や主たる事務所を有する法人である。外国法人の支店や事務所なども含む。この居住者という概念は経済主体の地理的区分に基づくモノであり、個人については国籍と必ずしも一致せず、また企業については誰が保有しているかによらないで決まってくる。IMFの国際収支マニュアルによれば、個人(自然人)、法人などが、ある国の領域内に拠点を設けて1年以上の期間にわたって経済活動を行った場合にはその国の居住者と見なされる。ただし、日本にある外国政府の公館及び外交団、駐留軍、外国人旅行者などは非居住者(non-resident)として扱われる。
　国際収支が居住者概念に基づいて作られているのは、後述のように国民所得統計と整合性になるようにするためである。国民所得統計と整合的になるようにするためである。国民所得統計における国民総生産(Gross National Product,GDP)は、その国の「居住者」が生み出した付加価値の総額であり、国際収支統計はその国の「居住者」と「非居住者」との間の取引を記録するものである。国際収支表は、家計の家計簿、企業の仕訳帳や損益計算書、政府の国家決算書に似ている。しかし、詳しく見ると、国全体の対外的な取引を対象にしているので項目や分類や記載において似ていない所も多い。
日本の国際収支
　IMFは1993年に16年ぶりに「国際収支提要」を改訂し、それに従って、世界の各国は国際収支表の改訂を行ってきた。新方式に基づく日本の国際収支は1996年1月から公表されてきている。改訂は、経済のボーダレス化、グローバル化、ソフト化、ハイテク化、金融の自由化、資産の流動化、を反映している。サービス貿易の独立、所得収支の独立、投資収支の独立、再投資収益の計上などが新方式で目立つ。国際収支統計が扱う対外経済取引は、居住者と非居住者との間の(1)財貨・サービス・所得の取引、(2)対外資産・負債の増減に関する取引、(3)移転取引、に分かれ、まとめると下記のようになる。
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■日本の国際収支
1.経常収支
1-1.貿易収支
1-2.サービス収支
1-3.所得収支
1-4.経常移転収支
2.資本収支
2-1.投資収支(直接投資+証券投資+その他)

2-2.その他資本収支(資本移転+その他遺産)

3.外貨準備増減(政府及び日本銀行が保有・管理する金融資産の増減)

4.誤差脱漏
1経常収支、2資本収支、3外貨準備増減、4誤差脱漏の間には次の関係がある
経常収支+資本収支+外貨準備増減+誤差脱漏=0

=複式簿記の原則に基づくものなんですo

●主要項目の説明
1.経常収支
(1)貿易収支
「貿易収支」には、居住者と非居住者との間で財貨の所有権が移転した取引をf.o.b.価格で計上する。
具体的な取引の範囲は、
1.一般商品
2.加工用財貨(加工のために輸出入された財貨)

3.修理費(船、航空機など動産の修理費)

4.港湾調達財貨(非居住者<居住者>の輸送手段が本邦<海外>で調達した燃料、食料などの財貨)、非貨幣用金、などである。
通関統計では、輸出はf.o.b.価格で、輸入はc.i.f.価格で計上するのが普通であるが、国際収支統計では輸入も輸出もf.o.b.価格で計上する。c.i.f.価格に含まれる輸送費、保険などは「サービス」として別に計上される。
なおc.i.f.(cost insurance and treight)とは、シフと読み、運賃・保険料込み条件を指す。
輸出貨物の本船での引渡値段に仕向け地までの運賃と保険料を込めた値段での取引である。
f.o.b.(=free on board)とは、本船渡し条件(船積み渡しの価格)での取引を指す。売り主は指定の船に積み込めば(on board)、責任を解除される。(free)

(2)サービス収支
2-1.「輸送」には、居住者(非居住者)が非居住者(居住者)のために行った全ての輸送サービスに関する取引を計上する。具体的には、旅客の運搬、財貨の移動、乗員を含む輸送手段のチャーターなどである。
2-2.「旅行」には、本邦の居住者が外国を訪問中に享受した財貨・サービスを「支払」に、逆に非居住者が我が国で享受した財貨・サービスを「受取」に計上する。なお、旅客運賃は「輸送」に分類される。
2-3.「その他のサービス」は、蒸気の輸送、旅客、に属さない全てのサービスを含み、通信、建設、保険、金融、情報、特許等使用量、その他営利業務、文化・興業、及び公的その他サービスについてそれぞれ居住者・非居住者の「受取」・「支払」を計上する。
情報とはコンピューターによるデータ供給、ソフトウェアの作成などを含む。
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

(3)所得収支
　「所得収支」には、居住者・非居住者間の「雇用者報酬」、「投資収益」の「受取」・「支払」を計上する。
「雇用者報酬」には非居住者労働者(例えば季節労働者などの短期労働者)に対する報酬の受取・支払も計上する。
「投資収益」には、居住者・非居住者間にかかる利子・配当金などの「受取」・「支払」を計上する。なお、対外金融資産・負債について実現したキャピタル・ゲインあるいはキャピタル・ロスは、「所得収支」ではなく、「資本収支」に計上する。
また評価増減は計上しない。
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

　「投資収支」は、投資の内容に従って、「直接投資収益」、「証券投資収益」及び「その他収益」に区分される。
「直接投資収益」には、対内および対外直接投資にかかる支店・子会社等の収益・配当金及び再投資収益、子会社等との間の貸付・借入利息などの受取・支払を計上する。注目点は再投資収益も計上されることである。
「証券投資収益」には、子会社など以外からの配当金、国債等の中長期債の利子及び金融市場商品にかかる利子の受取・支払を計上する。「その他の投資収益」には非居住者に対する居住者のその他の全ての債券・債務にかかる利子・支払を計上する。
↑金融派生収支は削除されたです→投資収支へ
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

直接投資→海外に工場を建てる
海外投資→日本
間接投資→
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!
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(4)経常移転収支
2.資本収支
「資本収支」は「投資収支」および「その他資本収支」に大別される。
国際収支統計の基本的な原則に従い、取引によるものではない評価増減(例えば、為替相場や価格変動を反映した資産の評価増減で、所有者の移転を伴わないもの)は資本収支から除外される。
(1)投資収支
「投資収支」は「直接投資」「証券投資」および「その他投資」から構成される。
「直接投資」=海外で工場を作るなどには、直接投資家(親会社)が直接投資企業(子会社など)の経営に対する長期的な権益を有することを目的とした株式取得、資金貸借などの企業間取引を計上する。直接投資は、「株式資本」、「再投資収益」および「その他資本」に区分される。
「証券投資」には、「持分権証権」(株式)と「負債性証券」(債券)の対外取引(ただし、直接投資及び外貨準備に含まれる取引を除く)を計上する。「負債性証券」は、さらに中長期債(発行時の満期が一年超の債券)、短期債(発行時の満期が一年以下の債券およびCPなど短期の金融市場商品)および金融派生商品に細分される。
「その他投資」には、直接投資、証券投資および外貨準備資産に該当しない全ての資産取引を計上する。証券投資と同様に国内居住者の部門別に区別され、また形態別にも、貸付・借入、貿易信用、現預金、その他に細分される。現預金以外は長期と短期にわけて計上する。
(2)その他資本収支
「その他資本収支」は「資本移転」および「その他資産」に区分される。「資本移転」には対価の受領を伴わない
1,固定資産の所有権の移転
2,債権者による債務免除
3,固定資産の取得・処分に付随する資金の移動
を計上する。「その他資産」には非生産非金融資産の取得・処分(具体的には、財貨・サービスの生産に用いられる無形非生産物資産<特許権、著作権、商標権、販売権等およびリースや譲渡可能な契約>の所得・処分、および大使館あるいは国際機関による土地の取得・処分)を計上する。
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

3.外貨準備増減
　外貨準備増減には、通貨当局(日本銀行)の管理下にある直ちに利用可能な対外資産の増減を計上する。外貨準備は、貨幣用金(通貨当局が外貨準備として保有する金)、SDR、IMFリザーブポジション、外貨資産(現預金、債券などの流動資産を含む)などから構成される。外貨準備増減は、一国の赤字・黒字の公式の判定材料である。
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!

4.誤差脱漏
統計上の誤差などは「誤差脱漏」に計上される。これは、多様な基礎データの使用、経常時点のずれ、経常価格の相違、推計にたよる部分の存在、などから必要とされる調整項目であり、これによって全体としての収支をバランスさせる。
国際収支統計は、日本銀行が発行する「国際収支統計月報」「国際収支統計年報」等において公表されている。
1996(平成8)年1月から新統計に移行した日本の国際収支統計は、件数については円ベース=諸外国がそうだから円だけにしたのみの発表となった。
　1998年の国際収支をみてみると、経常収支は15兆円の黒字である。
内訳は、貿易収支が16兆円の黒字、サービス収支が6兆円の赤字、所得収支が7兆円の黒字である。さらに資本収支は、17兆円の流出超(赤字)である。
　6年前と比べると、経常収支と貿易収支はほぼ同じであるが、サービス収支の赤字の微増、所得収支の黒字の増加、資本収支の赤字の増加が目立つ。
　2000年の国際収支をみてみると、経常収支は12.9兆円の黒字である。
内訳は、貿易収支が12.6兆円の黒字、サービス収支が5.1兆円の赤字、所得収支が6.5兆円の黒字である。
さらに資本収支は9.4兆円の流出超(赤字)である。
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ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!
1992-1998年度の国際収支表は下記のようである;。(単位億円)



1,992
　1993
　1994
　1995
　1996
　1997
　1,998年度
貿易収支
160,305
152,690
141,631
115,242
136,340
87,829
159,819

サービス収支
-53,411
-47,043
-50,434
-56,469
-63,573
-68,620
-64,189

貿易サービス収支106,894
105,647
92,594
56,773
19,206
72,769
95,630

所得収支
48,707
42,574
40,102
44,487
63,055
67,065
70,655

経常収支
150,329
142,216
124,264
94,817
71,715
129,492
151,696

直接投資
-17,865
 -17,126-17453  -21,843 -30,728 -24,863 -23,321

証券投資            -59,930   -14,623   -67,447  -61,287 41,122  -65,859  -41,427

投資収支           -129,300  -107,980 -75,706  -22.161  -75,789 -144,234 -147,198

資本収支          -130,979 -109,821  -77,602  -24,966  -79,355  -153,356  -168,285

課題1:各項目の推移を一枚のグラフに描け。
証券投資はマイナスだったりプラス=変化が激しい=株式投資(値動き激しい),債券
直接投資は安定,マイナスなら日本に対する投資と外国との投資の差
資本収支は全体としてマイナス
経常収支はプラス
グラフノート
課題2:次のデータによれば,経常収支はいくらになるか,貿易収支55,所得収支-20,投資収支-25,サービス収支10,経常移転収支-10,その他の資本収支-15,外貨準備増減5,計算せよ
→経常収支=35(55+10-20-10)

貿易収支+サービス収支+所得収支+経常移転収支=経常収支
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

日本の国際収支の特徴
(1)黒字が貿易収支と経常収支で続いている。この黒字傾向は1970年頃までさかのぼる。それ以前はまだ赤字が見られた。天然資源に乏しい日本は原材料を輸入して加工し工業製品を輸出して復興してきたが,この加工貿易は1,960年代の高度成長を支えた。最近の日本の貿易額の上位5品目は工業品によって占められ,電気機械,一般機械,自動車のシェアが増えている。これらの製品での日本の品質や競争力の向上が,輸入を上回る輸出を実現してきている。
(2)赤字がサービス収支で続いている。世界貿易においてますます大きなウェイトをしめるようになっているのが「サービス貿易」であり,近年のサービス貿易において日本は世界最大の赤字国となった。日本はサービス貿易の収支では10年以上にわたって赤字を続けている。この背後には,海外旅行の急増,輸入製品の運送費の増加などがある。
サービス収支赤字は1,996年6兆4,000億円,1998年も約6兆4,000億円であり,これは世界第一位であった。
サービス貿易が初めて国際的な協議の対象となったのは,GATTのUR(Uruguay Round,ウルグァイ・ラウンド)であり,アメリカの意向を反映している。アメリカの輸出全般のうち30%はサービス貿易で占められている。GATTを発展的に解消して新設されたWTOでも「サービス貿易に関する一般協定」(GATS)が作られ,サービス貿易に関する初めての包括的ルールとなった。GATSのサービス貿易の範疇には,金融,通信,保険,慣行・旅行,娯楽・文化,スポーツ,流通,運輸など11項目が含まれ,今後も増えるであろう。
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(3)所得収支で黒字が増える傾向にある。過去の対外投資による収益(利子,配当など)のために流入が流出よりも増えている。日本が債権国として成熟するにつれ,今後も更に続くであろう。
(4)経常移転は赤字(流出超過)が続いている。1990年代に日本はODA額において世界一である。現地に行くとよくわかるが,多くの途上国から日本の支援は感謝されている。日本の援助機関(JICA,JBIC,etc)は真剣な努力を現地で続けている。これらを数字で表せば赤字となるが,赤字とは援助資金の流出,途上国現地での貧困対策支出などを意味する。数字の背後にある活動の実態を探ると経済学がおもしろくなる。
(5)資本収支や投資収支は常に赤字(マイナス)である。お金の流出(マイナス)が流入(プラス)より多い。
(6)証券投資は変動が激しい。資産の流動化が激しいからである。以前には短期資本と長期資本の区別があったが,1993年の国際収支表の改訂によってこの区別は廃止された。これは,1980年頃から加速化している世界的な金融自由化,資本自由化,国際投機の横行のためである。こうして,資産の流動化が進み,資本の満期(一年)の相違による長短の区別が困難になったのであり,金融グローバリゼーションの反映である。
国際収支の6段階
　一般に経済発展に応じて国際収支パターンは6つの段階を経ると考えられている。国際収支統計をみるとその国が資本供給国として成熟しているか,未成熟であるかがわかる。例えば貿易の稼ぎをもとに海外への投資が盛んになったものの,過去の投資による収益が少ないため投資所得が不十分な国は「未成熟な資本供給国」と呼ばれる。
投資所得が十分な黒字になる一方,貿易の稼ぎが鈍ってくると,「成熟した資本供給国」となる。国際収支パターンでみた経済発展段階は厳密な意味で成立するものではないが,整理するとほぼ下記のようになる。
経済発展プロセス:未成熟債務国から債券取崩し国へ


経常収支


資本収支
1.未成熟債務国　赤字



黒字
2.成熟債務国　　 
赤字(ただし貿易収支は黒)

黒字
3.債務返済国　　
黒字(ただし海外投資収益は赤)
赤字
4.未成熟債権国
黒字(海外投資収益も)

赤字拡大
5.成熟債権国
赤字(特に貿易収支は赤)

赤字
6.債券取り崩し国
赤字



黒字
・この国際収支発展段階説を日本に当てはめてみると,1950年代後半から貿易収支が黒字となり,第2段階(「成熟した債務国(資本輸入国)」)に達し,1960年代後半からは経常収支が黒字に転じ,第3段階(債務返済国,「債務国・資本輸出国」)となった。そして1970年代以降は投資収益収支も黒字化して,日本は第4段階(「未成熟の債権国・資本輸出国」)に移行し,現在に至っているとほぼ考えられる。
アメリカは第6段階に進み,東南アジア諸国は第2ないし第3段階にいると思われ。
・課題ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

横軸に時間,縦軸に経常収支と資本収支をとって推移のグラフを描け。
12/19

国際収支とマクロ経済
　経常収支をマクロ経済の視点から見てみよう。国内の生産ないし所得を支出の面からとらえると,以下の関係が成立する。
Y=C+I+G+X-M…(1)

(Y=GDP(国内総生産),C=消費,I=投資,G=政府支出(歳出),X=輸出(財・サービス),M=輸入(財・サービス),X-M=経常収支)

所得は,消費に向けられるか,税金として政府に流れるか,または残余として貯蓄されるか,いずれかで処分される。
従って。
Y=C+T+S…(2)
となる。(T=税収,S=貯蓄)。(1)と(2)から,

ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

X-M=S-I+T-G…(3)

ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

すなわち,

経常収支=貯蓄-投資+政府収入-政府支出
言い換えると,

経常収支=民間の貯蓄超過+政府の貯蓄超過
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

となる。これは恒等式である。経常収支の黒字は,民間の貯蓄超過(純貯蓄,家計部門と企業部門の純貯蓄の和,民間収支)と政府の貯蓄超過(純貯蓄,財政収支)の合計に常に等しい。もし,経常収支が黒字で,民間の貯蓄超過が大幅なプラス(黒字)であるなら,政府が赤字のままでいることもある程度可能である。税収を超える歳出があっても,それを補い,なお余る民間の貯蓄超過(純貯蓄)が存在するからである。経常収支の黒字分は,海外の貯蓄不足を埋める形で,海外に流出する。海外へのお金(資本,貯蓄の一部)の流出は,経常収支の黒字分に完全に対応している。経常収支が赤字なら逆のことが生じる。
経常収支=民間貯蓄超過+財政収支(政府収入超過)

　↑(+)　　　　↑(+)　　　　　　　↑(-)

となる。
三つの連動:「経常収支」は常に「民間貯蓄超過」と「財政収支(政府貯蓄超過)」との和に等しい。
これら三つはいつも連動する。二つが決まれば残りの一つは自動的に決まる。民間貯蓄超過(+)のままで,経常収支が黒字(+)から赤字(-)に転嫁し,同時に,財政収支が赤字から黒字(+)に転嫁するようなことは不可能である。
S-I＞0のまま,T-G＞0が実現すれば,(3)より,X-M＞0となるからである。S-I＜0になればその可能性が出てくるが,日本の場合これは困難である。
　このように三つの連動を無視して経常収支問題を考えても無意味である。民間部門で生じた資金不足は政府部門か海外部門が補っているはずである。日本の民間部門に資金余剰(貯蓄超過)があるならば政府か海外に資金不足が生じているはずである。世界経済全体で見れば資金に過不足はない(→ゼロサムの原則)

ゼロサム(zero-sum)の原則
ゼロサム(zero-sum)の原則とは,ある集計を構成する項目の持ち点の合計がプラスマイナスゼロになることである。国際収支は国と国の取引の損益計算であり,黒字国も赤字国もある。黒字国は取引の決算の結果が黒字(プラス)になった国であり,プラスサム(positive　sum)を持つ。赤字国は取引の合計の結果が赤字(マイナス)になった国であり,マイナスサム(negative sum)を持つ。一国の国際収支がゼロサム(収支トントン)になることは珍しいが,世界全体では国際収支は理論的にはゼロサムになる。ある国の黒字は相手国の赤字だからである。
1/16

試験ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!2/6

範囲→後期に学んだことすべて,持ち込み禁止,論文形式
ものの表と裏:経常収支の黒字を表とすれば,その裏には資本収支がある。
商品の売買には金融的な動きが伴う。経常収支は通常一年間などの期間における集計であるが,その間に背後で資産の売買を通じた資産の置き換えが起こり,結果として,商品サービスの輸出入のギャップはさまざまな形の資産に置き換わる。こうして,「経常収支の黒字」は「海外に対する債権の純増」を意味する。経常収支の持つこのような金銭的側面の持つ意味は大きい。経常収支の黒字を持続させている国はそれだけ海外に対する債権としての資産を蓄積する。アメリカのように経常収支の赤字が続いている国はそれだけ海外に対する債務を蓄積している。
日本は現在,世界最大の債権国であり,アメリカは世界最大の債務国である。
複式簿記
国際収支の集計の原則は複式簿記である。複式簿記とは,全ての取引を,給付又は反対給付としてとらえ,受取(貸方)と支払(借り方)の両面に同じ金額を計上する。取引が通常は同じ価値を持つものの交換であることに注目して作られた方法が複式簿記である。一つの経済取引を貸方と借り方の両方に記帳するので,貸方総額と借方総額がつねに一致する。そのように処理するのが会計学の複式簿記であり,IMF方式はそれにならっている。輸出,経常移転受入及び対外金融資産の減少(または対外金融負債の増加)は貸方(受取,プラス,表の右)に計上され,輸入,経常移転供与および対外金融資産の増加(または対外金融負債の減少)は借方(支払,マイナス,表の左)に計上される。
まとめると,資産(実物資産であれ金融資産であれ)の減少は貸方に,その増加は借方に計上される。一方,負債の増加は貸方に,負債の減少は借方に計上される。表にすると下記のようになる。
貸方(受取)

借方(支払)

輸出(実物資産の減少)
輸入(実物資産の増加)

経常移転の受入

経常移転の供与(例,ODA供与)

対外金融資産の減少
対外金融資産の増加
対外金融負債の増加
対外金融負債の減少
例1

日本の商社が機械100万ドルをアメリカに輸出し,その代金をニューヨークの銀行に預金した,としよう。
機械の輸出は受取(貸方)に計上され,NYの銀行への預金は対外資産の増加として支払(借方)に計上される。
100万ドルの輸出代金は100万ドルの資産増加とみなされる。
受取(貸方)

支払(借方)

財貨・サービスの輸出
対外資産の増加
$1,000,000

$1,000,000

例2

日本の商社が商品50万ドルを輸入したが,相手国の業者はその代金を東京の銀行に預金した。
輸入は支払(借方)に記入され,代金として預かったお金は対外負債の増加として受取(貸方)に記入される。
受取(貸方)

支払(借方)

対外負債の増加

財貨・サービスの輸入
$500,000

$500,000

例3@各自,表を作成せよｶﾞｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

外国での災害に,日本政府は30万ドルの救援物資を援助した。援助物資は輸出として記帳されるが,それに見合う取引がないので,「経常移転」という実体のない対応項目をもうけて同額を支払い側に計上する。
受取(貸方)

支払(借方)

財貨・サービスの輸出
経常移転の供与
$300,000

$300,000



複式簿記では,国際収支の各項目を複式に分解し,最終的には,以下の関係が成立する。
[財貨・サービス輸出(受取)-財貨・サービスの輸入(支払)]+[経常移転の受入(受取)-経常移転の供与(支払)]=[対外資産の増加-対外資産の減少]-[対外負債の増加-対外負債の減少]

↑統合の左辺は経常収支における実物の流れを計上し,右辺は資本収支における貨幣の流れを計上する。そしてこの2つの収支尻は理論的には必ず等しい。現実には,各項目毎に原資料の収集が行われるので,2つは必ずしも等しくはない。そこで誤差脱漏という調整項目をもうけて両者を一致させている。
言い換えると,既述のように,

貿易サービス収支+所得収支+経常移転収支+資本収支+誤差脱漏-外貨準備増減=0

となる。これは上記のマクロ経済学の恒等式
経常収支=民間の貯蓄超過+政府の貯蓄超過
と基本的に同じである。これは収支計算上でゼロサムの原則が採られていることを示す。
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4第出題。選択の余地なし。
-比較生産費-

貿易の基礎理論
古典派比較生産費説(比較優位説)

比較優位説は貿易の方向と貿易の利益を決める原理である。それは要約すれば以下のようになる。
「二つの財の生産費を比較した値を比較生産費と呼ぶ。比較生産費が,自国と外国とで異なるときには,自国は,生産費において相対的に優位にある財(=比較優位財)に特化(専門化)し国内消費を上回る生産物を輸出し,これと交換に,自国が相対的に劣位にある財(=比較劣位財)を輸入して国内消費にあてるべきであろう。そうすれば,自国は全てを自給自足する場合よりも大きな利益を受けるし,同様な利益は外国にも及ぶ。世界全体としても貿易により利益を受ける。」これが「比較生産費説」(theory of comparative costs)または「比較優位説」(theory of comparative advantage)である。古典的であるが,自由貿易の原理として今なお有用である。
比較優位説はリカード(D.Ricardo)に由来し,ミル(J.s.Mill),マーシャル(A.Marshall),その他新古典派学者が発展し,現在に至っている。
表1　財1単位の生産に必要な労働投入量

1財
2財
A国
10
40

B国
30
60

　A国で1財に10単位の労働,2財に40単位の労働が必要(利用可能)。
合計で50単位の労働が利用可能(仮定)。1財4単位と2財1単位が交換。労働40単位で2財1単位の生産が可能。
労働10単位で1財1単位の生産が可能,労働50単位なら1財5単位の生産が可能。
もし労働40単位が2財の産業から1財の産業に移動するなら,1財の産業の労働は50単位に増え,生産も5単位に増える。
　B国で1財に30単位の労働,2財に60単位の労働が利用可能。合計で90単位の労働が利用可能(仮定)。1財2単位と2財1単位が交換。労働30単位で1財1単位の生産が可能,労働60単位で2財1単位の生産が可能,労働90単位なら2財1.5単位の生産が可能
もし労働30単位が1財の産業から2財の産業に移動するなら,2財の産業の労働は90単位に増え,生産も1.5単位に増える。
　1財の生産にA国では2財の費用の1/4しかかからない,しかし,1財の生産にB国では2財の費用の1/2もかかる。2財を基準にした場合,1財の生産費は,A国において,より低い。(1/4＜1/2)従って,A国は1財の生産に比較優位を持つ。1財の比較生産費(2財基準)はA国において低い。A国は1財の生産に特化する(1財を専ら作る)ことになる。
A国
貿易前
　
貿易後
1財産業
■10
　
■■■■■50

2財産業
■■■■40　
0


問題。同様な図をB国について掛け。
B国
1財産業
■■■30
0

2財産業
■■■■■■60
■■■■■■■■■90

2財の生産にB国では1財の費用の2倍の費用がかかるだけである。しかし,A国では2財の生産に1財の費用の4倍物費用がかかる。1財を基準にした場合,-_-。。。
　まとめ
2財で測った1財の相対費用(Pa1　はA国の1財の価格を示す以下同様)

1/4=Pa1/Pa2(A国)

3/6=Pb1/Pb2(B国)

1/4=Pa1/Pa2＜3/6=Pb1/Pb2

従って,A国は1財に比較優位を,B国は2財に比較優位を持つ。
貿易の利益の表示
仮定:A国では合計50単位の労働量が存在し,1財に10,2財に40単位使うとする。B国では合計120単位の労働量が存在し,1財に60,2財に60単位振り分ける(使う,利用可能)。A国は1財を3単位輸出し,2財を1単位輸入する。B国は1財を3単位輸入し,2財を1単位輸出する(A国の交易条件=1/3,交易条件とは,輸入量の輸出量に対する比)。
消費量=国内消費量=生産費-輸出量+輸入量
貿易の利益=貿易後の消費量-貿易前の消費量
表2

A国


生産量
輸出量
輸入量
消費量
貿易の利益
貿易前　1財
1
0
0
1
なし

2財
1
0
0
1
なし
貿易後
1財
5
3
0
2
1


2財
0
0
1
1
0

B国
貿易前
1財
2
0
0
2
なし

2財
1
0
0
1
なし
貿易後
1財
0
0
3
2
1


2財
2
1
0
1
0

2財1単位と交換される1財の量
0.5～2

B国に不利,A国に有利
2～4

両国に有利
4～
A国に不利,B国に有利
